
第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-6-1　回復期リハ⑥
Honda 歩行アシストを評価ツールとして運用する為に

1 多摩川病院　リハビリテーション部，2 神戸平成病院

はやし ゆうき

○林 祐輝（理学療法士）1，芳垣 琴絵 1，谷本 源太 1，徳嶋 愼太郎 2

【目的】
理学療法士は歩行評価をする際に目視での歩行観察を行うことが多くある。しかし臨床をしている中で歩行観
察は経験年数や個人の能力で精度に差が出ることが見受けられる。今回使用する Honda 歩行アシスト ( 以下、
アシスト ) は使用者の股関節伸展屈曲可動角を数値化することが出来る。その機能を用いて、理学療法士の観
察と評価が経験年数で差違があるかの検証を目的とした。
 

【方法】
当院回復期リハビリテーション病棟から脳卒中片麻痺患者 2 人の 10 ｍ歩行を動画撮影し、3 歩行周期にカッ
トしたその秒数分を被検者 ( 理学療法士 ) 43 人に動画を見せる。理学療法士の経験年数は 1 年目から 8 年目以
上であり、今回は 3 年目以下 (20 名 ) と 4 年目以上 (22 人 ) の 2 群に分けた。患者 A は正常歩行に近い左右差
の小さい歩容であり、患者 B は明らかな跛行の見られる歩容である。その場で観察結果 ( 股関節伸展屈曲可動
角 ) を用意した用紙に記載してもらい、アシストで計測した実測値と比較する。2 群の観測値と実測値の差を
比較した。
統計は R 2-8-1 を用いて、二標本 t 検定を用いた。有意水準は 5 ％未満とした。ヘルシンキ宣言に則り、個人
情報に配慮し分析を行った。
 

【結果】
患者 A 右では P = 0.342、左では P = 0.332、患者 B 右では P = 0.402、左では P = 0.347 であり有意差はみら
れなかった。
 

【考察】
今回は経験年数において有意差はなかった。傾向として、正常歩行に近い歩容と比較し異常歩行で観測値と実
測値に差がみられた。その理由としてアシスト装着時に患者 B は A と比較し、ずれていた可能性がある。また、
経験年数で比較した際にその傾向に差はみられていない。そこでアシストを使用することで正確な値を出すこ
とが可能となるため、評価ツールとして、活用していく方法を更に検討していきたい。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-6-2　回復期リハ⑥
Honda 歩行アシストのステップ訓練が麻痺側荷重応答期に与えた影響

平成病院　リハビリテーション部

いちば だいき

○市場 大輝（理学療法士），久保 直也，西村 史哉，秋田 透

【目的】　Honda 歩行アシスト ( 以下 HWA ) ステップ訓練が麻痺側立脚相の荷重応答期の改善に寄与した可能
性があるため報告する。 

【対象】アテローム血栓性脳梗塞により左片麻痺を呈した 50 歳代前半男性。Bruunstrom recovery stage：下
肢Ⅳ、Modified Ashworth Scale：左腓腹筋 2、関節可動域検査：左足関節背屈 5°、左膝関節伸展 -5°、徒手筋
力検査：左足関節背屈 2、底屈 3、膝関節伸展 4、歩容：立脚期の膝関節伸展パターン 

【方法】Gait Solution( 以下：GS ) 付短下肢装具と HWA を併用。使用 1 週目に HWA ステップ訓練、2-3 週目
はステップ訓練と追従モードで歩行訓練、4-5 週目は追従モードで歩行訓練を実施。設定値は測定値と歩行観
察をもとに適宜調節。 

【結果】( 初期 / 最終 )10 m 歩行 ( 16.40/10.03 ) 秒、平均歩調 ( 71/98 ) 歩 / 分、平均歩行速度（37/54）m/ 分、
WGS( 29.45/23.25 ) 点、障害測立脚期 ( 13/10 ) 点 

【考察】片麻痺患者の特徴的な歩行に荷重応答期の膝関節伸展スラストがある。この時期に下腿の前方回転運
動の停止、または後方回転が生じるが大腿部は前方回転が継続して膝関節の過剰な伸展が生じる。本患も同様
の歩行を行っていたが宮田らは、下腿後傾位での踵接地と荷重応答期における適切な足関節底屈が実現したこ
とで、下腿後傾位から垂直位に運動し、立脚中期に向かい身体重心が上昇する歩容となった。¹⁾ と報告して
おり GS を使用したことで立脚期の膝伸展パターンの改善に至った可能性がある。新堀らは、前方ステップ練
習を行ったことで遊脚期の膝関節屈曲角度の増加が見られた。²⁾ と述べており、HWA ステップ訓練にて二重
振子による踵接地の獲得、それ以降の股関節伸展誘導を補助し各相への円滑な移行に繋がった可能性がある。
結果として歩容改善、歩行パフォーマンス向上に至ったと推測される。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-6-3　回復期リハ⑥
短下肢装具と HONDA 歩行アシストを併用した歩行リハビリテーション : 症例報告

平成病院　リハビリテーション部

にしむら ふみや

○西村 史哉（理学療法士），市場 大輝，秋田 透，久保 直也

［目的］
脳卒中患者のリハビリテーションにおいて装具や歩行補助ロボットの使用は報告されている . 今回 , 短下肢装
具 ( 以下 ,AFO) と HONDA 歩行アシスト ( 以下 ,HWA) を併用したことが歩容改善に寄与した為 , 報告する .   

［対象］
右被殻出血術後で左片麻痺を呈した 50 歳代女性 . 発症 16 日後に当院入院し , 翌日より長下肢装具で歩行訓練
開始 .1 ヶ月後に AFO で歩行訓練を開始し , 発症 2 ヶ月後に HWA を併用した歩行訓練を開始 .BRS: 上肢 IV,
手指 IV, 下肢 V.FMA:169/226 点 .SIAS:48/76 点 . 早期の復職を希望 .   

［方法 ]
AFO を用いた歩行訓練に HWA を併用 . 頻度は週 2-3 日 .1 回 40 分 , 計 10 回 .HWA の設定は追従モードで出
力は計測値や Wisconsin gait scale ( 以下 ,WGS) 等の歩行観察によって適宜調整 . 効果判定は HWA 開始時と
退院時の前後比較とした .   

［結果］
10m 歩行 ( 秒 ) 6.58 → 5.28.TUG ( 秒 ) 10.84 → 6.60. 歩行率 (step/s) 2.13 → 2.27.
歩幅 (m) 0.71 → 0.83.WGS ( 点 ) 27.1 → 23.1. 時間対称度 (R/L) 0.92/0.97 → 0.99/1.00.
可動角対称度 (°) 0.90 → 0.93. 発症 3 ヶ月で職場復帰した .  

［考察・結論］
装具やロボットの使用は発症早期から予測される筋緊張異常や異常歩行パターンを修正し , 効率的な歩行獲得
に繋がる可能性がある .AFO が軽度内反尖足を修正し踵接地を促したことで位相リセットが下肢の剛性を高め
立脚中期へ展開した .HWA は立脚終期の股関節伸展を補助し ,AFO による正常関節角度での荷重刺激と合わ
さり CPG の賦活に繋がった可能性がある . 歩行時のストライドや関節可動角度 , 時間対称性の向上が歩行速度
と歩容の改善に影響した可能性が高い .



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-6-4　回復期リハ⑥
Honda 歩行アシストを使用した歩行が健常者の立位バランスに及ぼす影響

堺平成病院　リハビリテーション部

なかざき ふみや

○中崎 文也（理学療法士），廣岡 良一，大森 裕樹

[ 目的 ]
Honda 歩行アシスト ( 以下、歩行アシスト ) は、股関節角度センサーから得られた情報で股関節モーターを制
御し、立脚期や遊脚期に股関節の運動方向を適切に誘導し、歩行の改善を目的としている。先行研究では、歩
行アシストによる立脚期の延長が体幹に推進力を与えると報告されているが、股関節戦略や体幹筋群の賦活に
影響を与えたという報告は少ない。そこで今回、健常人に対し歩行アシストを使用し、立位バランスに及ぼす
影響を検証した。
[ 対象 ]
健常成人 38 人 ( 男性 25 人、女性 13 人、年齢 27.5 ± 4.9 歳 )
[ 方法 ]
対象者を無作為に実施群と非実施群の 2 群に分類し、それぞれに歩行アシストを装着した。実施群は対称モー
ド ( 屈曲、伸展共に 4N) で 3 分間の歩行を行い、非実施群は電源を OFF にした状態で同様に歩行を行った。
両群共、歩行前と歩行後に、Functional reach test( 以下、FRT)、Timed upand go test( 以下、TUG) を測定し、
それらを比較検証した。統計処理は、Mann-Whitney の検定を使用し、有意水準は 5% 未満とした。尚、本研
究は当院倫理規定に則り実施した。
[ 結果 ]
実施群では、歩行後の FRT で P<0.001 と有意差があり、TUG は P<0.001 と有意差があった。
[ 考察・結論 ]
今回得られた結果より、歩行アシストの使用は立位バランスに対しても有用であった。FRT の値で有意差が
得られた原因は、股関節屈筋と伸筋の相反作用が調整され、立位バランス時の協調的な運動が獲得した可能性
がある。また、TUG の値で有意差が得られた原因は、Central patterngenerator を賦活した事により、振り出
し動作に伴う骨盤後傾運動が矯正され、体幹筋群が賦活し、体幹の安定性が向上した可能性がある。今後、対
象者や目的を再考し、新たな検証を行う必要性がある。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-6-5　回復期リハ⑥
Honda 歩行アシストを用いた歩行によるバランス能力への即時的影響

東浦平成病院　リハビリテーション科

ゆうむら かなこ

○勇村 香那子（理学療法士），宮田 貞生，辻田 愛恵，北河 宏之

【目的】
歩行後に立位バランス能力に改善を認めたという先行研究が散見される。しかし、Honda 歩行アシスト（以下、
アシスト）を用いた二次的効果の研究は少ない。そこで、アシスト使用後の立位バランス能力への即時的影響
について検証したので報告する。

【方法】
対象は健常な成人男性 5 名、女性 10 名、計 15 名（平均年齢 29.07 ± 6.73 歳）。まず、立位バランスの評価と
して重心動揺計を用い、開眼・閉眼共に 1 分間測定。その後、アシスト実施 (3Nm) 日と非アシスト（0Nm）
日に分けて各 10 分間の歩行を実施。歩行直後に再度重心動揺計を用い同様の測定を実施した。統計処理は対
応のある t 検定と Wilcoxon 符号付順位和検定を用い、有意水準は 5％未満とした。尚、本研究は当院倫理委
員会の承認を得て実施した。

【結果】
 矩形面積では、0Nm 閉眼時の歩行前後で有意差は無かったが、3Nm 閉眼時では 10.67 ± 3.95cm から 8.46 ±
2.70cm へと有意差を認めた（p ＜ 0.05）。外周面積では、0Nm 閉眼時では有意差は無かったが、3Nm 閉眼時
では 4.64 ± 1.61cm から 3.92 ± 1.44cm へと改善を認めた。

【考察】
塚越らはアシスト使用後に、股関節伸展筋群の求心性筋出力は優位に増加したと報告し、建内らは股関節伸展
筋群の筋活動が高まると、脊柱起立筋群の筋活動量が増加すると報告している。また桑原らは、安静立位では
脊柱起立筋群の活動が腹筋群に比べて優位であると述べている。よって本研究の結果から、アシスト使用によ
る股関節・体幹筋への促通により、股関節戦略を主体とした狭い床面での立位バランスの即時的な効果を得た
と考えられる。また、今回の測定はロンベルグ肢位であり、健常者の開眼では変化を認めなかったが、アシス
ト使用による筋活動向上から固有感覚も向上し、閉眼立位のバランスに改善を認めたのではないかと考える。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-6-6　回復期リハ⑥
ホンダ歩行アシストがＣＯＰＤ患者の歩行能力に与える影響に関する検証 
～歩行距離の延長を目指して～

徳島平成病院　リハビリテーション科

はまなか こうすけ

○浜中 貢輔（理学療法士），柳本 麻里

【初めに】
厚生労働省によると慢性閉塞性肺疾患（Chronic Obstructive Pulmonary Disease、以下 COPD）の患者数は
全国に約 500 万人、年間の死亡者は約 1 万 5 千人と推計されており、肺の生活習慣病と位置付けられている。
ホンダ歩行アシスト（以下アシスト）は、「倒立振子モデル」に基づく効率的な歩行をサポートする歩行訓練
機器であり、片麻痺患者の歩容改善など、歩行能力向上の可能性があることが示唆されている。今回は COPD
患者の歩行能力に関する影響を検証したのでここに報告する。

【症例提示】
 80 歳代の男性で身長は 150.0cm、体重 48.0㎏で COPD 分類はⅢ期（重症）であるが、ADL は自立しており在
宅酸素療法は導入していない。数年前より肺気腫と診断され、当院外来にて治療中であった。入退院を繰り返
しており、今回も食欲不振と全身倦怠感の訴えがあり入院となった。

【方法】
①アシストを装着せずに独歩②アシストを装着して歩行（左右、屈曲・伸展全て 2N のアシスト）③アシスト
を装着して歩行（アシスト機能なし）の 3 パターンで 3 分間歩行距離の比較を行う。統計解析は Mann-
Whitney の U 検定を用い、危険率は 5％とした。

【結果】  
①と②とでは優位差無し（ｐ >0.0542）となり、歩行距離の差は認められなかった。②と③とでは有意差有（ｐ
<0.01）となり、歩行距離の差が認められた。

【考察】
 対象者の体格や COPD の重症度によってアシストの重量自体が負荷となり、歩行能力に影響を及ぼす可能性
がある。アシスト装着下においては、アシスト機能が歩行距離の延長に寄与した可能性があると考えられる。
また、歩行直後や労作後の SPO2 のリカバリー能力の向上や自覚的な疲労度の改善が認められた。今後は継続
的な使用によって歩行距離の延長が可能であるか検証していきたい。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-6-7　回復期リハ⑥
慢性期片麻痺患者に対しての HONDA 歩行アシストと Nordic walk の相乗効果：症例報告

印西総合病院　リハビリテーション部

いちかわ たく

○市川 拓（理学療法士）

【緒言】発症 23 年目の慢性期片麻痺患者への歩行補助具の提案において ,Honda 歩行アシスト ( 以下 :HWA) の
角度センサーを使い T-cane walk( 以下 :TW) と Nordic walk( 以下 :NW) を比較したところ ,NW で良好な成績
を得たため ,HWA との相乗効果も併せて報告する。

【対象】23 年前に左被殻出血を発症し右半身に運動麻痺の後遺症がある 70 歳代の女性である。右側の機能は
SIAS-m: 上肢 1-0/ 下肢 4-4-0, 筋緊張 : 下腿三頭筋 MAS2, 歩行はプラスチック短下肢装具を着用し中等度介助
であった。

【方法】当院入院後,歩行訓練を中心とした理学療法を実施し,第21病日時点で歩行が最小介助になった為,HWA
の測定機能を用いて TW と NW の測定 (10m 歩行テスト ,6 分間歩行テスト , 股関節伸展角度 , 歩調 ) を行った。

【結果】TW に比べて NW にて歩行速度の向上 , 歩行距離の増加を認めた。したがって歩行訓練を NW と
HWA の追従モードの組み合わせで行った結果 , 第 57 病日時点では NW にて屋外の歩行が自立となった。

【考察】NW はポールを地面に突く事によって得られる突き上げ作用によって , 体幹の伸展モーメントを助長
させ脊柱の矢状面アライメントを改善する。また HWA は股関節へのモーター出力が上半身と骨盤の代償動作
の抑制を行い , 立脚時の過度な体幹前傾を改善する。

【結論】NW と HWA の効果が合わさる事でより高い歩行能力を獲得することができる可能性がある。片麻痺
患者への歩行補助具の提案には , 療法士の主観的な視点だけでなくロボット等を用いた客観的な視点も考慮す
ることが重要であると思われた。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-7-1　回復期リハ⑦
回復期リハビリ病棟におけるリハビリナースの取り組み 
～アンケート調査から現状と今後の課題を知る～

豊中平成病院

おおにし じゅんこ

○大西 純子（看護師），鎌田 美沙，上野 美沙代

「目的」
当院では 2016 年からセラピストが行う限られた単位内のリハビリテーション（以下リハ）に追加し、看護師
が必要性に応じ主に歩行訓練や起立訓練等のリハを行う「リハナース」を導入した。導入前に看護師に対しア
ンケート調査を行ったところ、肯定的な意見が多かったなか日々の看護業務が手薄になるのではないか、専門
的な技術がなく不安だという意見があった。そこでリハナースを実施し 3 年が経過した現在、スタッフの意識
の変化や現在の問題点、今後の課題についてを明らかにするために再度アンケート調査を行った。

「方法」
導入前に作成したアンケートを基に新たなアンケート用紙を作成し実施した。

「対象者」
回復期リハ病棟看護師 17 名

「結果」
大半の看護師がリハナースの必要性を感じており「患者とのコミュニケーションの時間が増え、看護師として
新たな気づきがあった」「担当セラピストとより具体的な情報交換や退院にむけての計画立案ができた」「リハ
ナースを実施した中でよい効果がみられた症例があった」という意見があった。回復期リハ病棟看護師の役割
については安全、効率的にリハが行えるよう患者の全身管理、精神的サポートを行う事と新たに、FIM の向
上を目標にセラピストと情報共有し具体的計画を上げる等の意見があった。リハナースを負担や不安に感じる
看護師は 6 名であった。

［考察］
回復期リハ病棟では効率性と成果が求められ、短期間で機能回復の成果をあげていくためには病棟内スタッフ
間の連携が重要である。今回のアンケート結果により、リハナースに対する肯定的な意見が多く、担当セラピ
ストと具体的な情報交換、退院計画の立案など積極的な関わりを持つ看護師が増え意識の変化がみられた。し
かし一日のスケジュールの中でタイミングが合わず全ての予定をこなす事が出来ない、またリハナースの内容
を随時評価、修正が出来ておらず患者の状況に合っていない等今後の課題も明らかとなった。
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10-7-2　回復期リハ⑦
感覚性失語症の脳梗塞患者に対する看護師のリハビリテーションの効果 : 症例報告

1 豊中平成病院　回復期リハビリ病棟　看護科，2 豊中平成病院　回復期リハビリ病棟　医師

ふぇびりあに るじれお

○フェビリアニ ルヂ レオ（看護師）2，カロカロ エファリタ 1，アワリア ラーマ 1，上野 美沙代 1，
新井 秀宜 2

序論
回復期リハビリテーション ( 以下、リハ ) 病棟において、看護師は看護業務だけでなく、リハに携わることも
重要である。今回、感覚性失語症の脳梗塞患者に対して言語聴覚士だけでなく、看護師も病棟リハを行った。
症例
　患者は統合失調症の既往のある 59 歳の男性であった。脳梗塞 ( 左島、左側頭葉、左頭頂葉 ) を発症して急
性期病院で治療を受けた後、回復期リハ目的で発症 31 日目に当院に転院した。運動麻痺はなかったが、感覚
性失語症があった。言語聴覚療法の他に、看護師が病棟リハとして言語訓練を毎日行う計画を立てた。読む能
力が著しく低下していたため、小学校 1 年生の国語の教科書と新聞を題材として使用し、看護師が簡単な文章
を読み、その後に患者がその文章を見ながら復唱する言語訓練を行った。患者の聴理解が徐々に改善し、患者
自身が錯語に気づいて自己修正することが可能になった。それによりコミュニケーションも円滑になった。し
かし、退院時期が近づいた頃より不安感が強くなり、統合失調症が悪化したため入院 163 日目に精神科病院に
転院した。
考察
　看護師が病棟リハとして言語訓練を行うことで、患者の失語症が改善した。言語聴覚士と看護師の協力は、
言語訓練の強度と機能性を高める上で最も重要であり、治療の質が向上する可能性がある。今後も看護師の言
語訓練の症例数を増やし、その効果をさらに検討する必要がある。
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10-7-3　回復期リハ⑦

『更衣』が高齢患者の ADL に及ぼす影響

神戸平成病院　看護部

いわさき けいこ

○岩崎 圭子（看護師），松田 ルミカ，山田 麻央，竹内 香織

【はじめに】
 着替えるということは単に「衣服が汚れたから変える」というだけではなく、「生活にメリハリをつける」、「社
会的な役割」や「価値観」など多くの意味合いを持つ。今回、著明な疼痛により臥床傾向にあった患者が、日
常に『更衣』を取り入れることで、本来の生活リズムを取り戻し、様々なことに対し積極的に取り組めた事例
を報告する。

【対象】
 70 歳代女性。自宅で転倒後、頚椎症性頚髄症が悪化し、前病院で椎弓形成術。当病院にリハビリテーション
目的で転院。後遺症の不全麻痺に加え、既往に慢性関節リウマチがあり、両手指の変形のため巧緻作業が困難
であった。

【方法】
 更衣をすることで患者の ADL が改善したことに着目し、後方視的に検討した。

【結果】
 入院当初から常時、頚椎カラーと硬性コルセットを装着していたが、少しの体動でも疼痛・苦痛を伴うため、
ほぼ寝たきりの状態であった。『更衣』を日常生活に取り入れ、習慣づけたことで、「自主的な更衣」、「積極的
なトイレ排泄」、「離床時間の延長」、「他患者、スタッフとの積極的なコミュニケーション」等、ADL の向上
に繋がった。

【考察】
 『更衣』という、日常生活の一部分を入院生活に取り入れることで、患者自身が退院後の生活を具体的にイメー
ジでき、必要な生活動作を自主的に獲得することができた。看護や介護に関わる者は、現時点の患者の姿だけ
ではなく、退院後の姿も見据えて広い視野を持って関わることが大切であり、対象に応じた環境を常に整え、
患者本来の姿・持てる力を見出すことが重要である。これは、患者本来の姿を捉え、人間としての尊厳を維持
する関わりであり、退院後の QOL の向上に繋がったと考える。
 今回の事例を通して得た知見を活かし、回復期リハビリテーション病棟で、他職種との連携を行いながら『更
衣』への取り組みを積極的に行い、患者の持てる力を引き出し、ADL の拡大、QOL の向上に努めていきたい。
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10-7-4　回復期リハ⑦
看護診断指標に基づく嚥下訓練表を用いた看護実践を試みて

京都リハビリテーション病院　看護部

たかぎ みかこ

○髙木 三佳子（看護師），上山 さゆみ

1.  はじめに
嚥下訓練表（以下、訓練表）を NANDA_Ⅰ看護診断名「嚥下困難障害」の診断指標をもとに作成した。その
実践について報告する。
2.  方法
 (1) 看護診断ラベル「嚥下困難障害」の診断指標の中で当院の入院患者に出現頻度の高い診断指標を「口腔期」

「咽頭期」「食道期」別に当院で良くみられる診断指標を選択する。
(2) 「口腔期」「咽頭期」「食道期」別に、各相に効果的な運動を言語聴覚士に入ってもらい一緒に検討する。
(3) 診断指標と訓練がつながったものを表にして、すぐに実践に移せるように各病棟に設置する。
3．結果及び考察　
訓練表の導入を行って患者との関わりで変化してきたこととして、看護師がすぐに実践に繋げられ、個々の患
者にあった援助が実施できている。看護カンファレンスを開催し、看護師間のケアの統一が行えるようになっ
た。また、看護診断を用いていることで看護の独自性のある援助が実施できている。さらに言語聴覚士と事例
によって訓練を検討し、連携強化ができた。患者のリハビリ時間だけでなく毎食前に訓練することで、入院生
活に訓練表を用いたリハビリが自然と取り入れられていると考える。
4. 結論
嚥下困難事例の展開を現在も看護カンファレンスで実施した実践を振り返り、計画の評価を行っている。看護
師が援助に直接関わることにより、摂食機能療法による加算にも役立っている。看護師は「口腔期」「咽頭期」

「食道期」のどこに問題があるかをアセスメントでき、患者が「食事が生活の楽しみ」と感じられるように、
今後も患者個々に合わせた訓練を実施していきたい。
 

【参考文献】
1）原著編集 :T. ヘザー・ハードマン，上鶴重美 : NANDA- Ⅰ看護診断定義と分類 .2018-2020. 医学書院 .2018
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10-7-5　回復期リハ⑦
回復期リハビリテーション病棟看護師の摂食・嚥下機能訓練に関する意識調査

西宮回生病院

しばもと たくや

○芝本 琢也（看護師），福永 宏美

［ 背景 ］
当病棟では、患者の嚥下評価・訓練は言語聴覚士（以下 ST）に依存しており、看護師は見守り程度に留まっ
ていた。

［ 目的 ］
ST が行っている訓練を病棟看護師が継続的に行っていくために、プログラムを作成し実践することで、摂食・
嚥下機能訓練に対しての意識の向上を図ることができる。

［ 対象 ］
回復期リハビリテーション病棟に勤務し、調査に同意した看護師 15 人
 ［ 方法 ］
① 2017 年 12 月に看護師の研究メンバーと ST の共同により、摂食・嚥下機能訓練プログラムを作成。
②病棟看護師全員に本プログラムを周知。
③本プログラムを 2018 年 1 月～ 6 月の期間に病棟看護師が毎日実施。
④ 2018 年 6 月に本プログラムの実施に関するアンケート調査を病棟看護師を対象に実施。
 ［ 結果 ］
プログラムを作成することで摂食・嚥下機能訓練については 7 割以上の人が理解できたが、手技については 8
割の人が不安を感じた。患者に良い影響を与えられたかは 9 割以上の人が実感できた。全員が今後も継続した
摂食・嚥下機能訓練の必要性を感じ、8 割の人が摂食・嚥下機能訓練の知識を深めたいとの結果であった。

［ 考察・結論 ］
摂食・嚥下機能訓練プログラムを作成し実践する過程において訓練について理解でき、回復期リハビリテーショ
ン病棟看護師の意識変化のきっかけになったと示唆された。また、半数以上の看護師が摂食・嚥下機能訓練の
実践を通して患者の良い反応を感じることで、看護師としてのやりがいにつながった可能性が高い。今回の取
り組みにおいては摂食・嚥下機能訓練の実施前のアンケートが取れておらず、訓練実施前後の比較が出来なかっ
た。今後は日常生活の中でどのように取り組んでいくのかが課題であり、今回作成したプログラムの評価も継
続していく。
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10-7-6　回復期リハ⑦
回復期リハビリテーション病棟の内服自己管理におけるインシデント報告と援助方法の振り返り

緑成会病院　看護部

いとう ゆうじ

○伊藤 裕二（看護師）

[ 目的 ]
内服自己管理の患者のインシデント報告は少なくなく、１年間の報告内容に対する対策と援助方法の見直しを
行い、職員の援助方法の統一を測る事で安心できる入院生活の提供と在宅支援に繋げる。

[ 対象 ]
平成３０年６月１日から令和元年６月３０日の入院患者で内服の自己管理を行なった１２３人

[ 方法 ]
内服自己管理を行なっていた患者に関するインシデント報告の集計。
内服薬の紛失届けの集計。
内服自己管理の開始と評価、管理体制、他職種への依頼内容の実態を調査。

[ 結果 ]
平成３０年６月１日からの入院患者は３１４人（平均年齢８０. ６８歳）おり、内服自己管理を行なった患者
は１２３人だった。
内服に関するインシデントは３５件あり、飲み忘れて次の勤務帯で発見したが９件、重複して内服したが４件、
内服時間の間違い１件、カバンにしまい込んでいたが１件、職員が渡し忘れたが１件、紛失が１９件あった。
内服自己管理の開始基準は決まったものがなく、他職種とのカンファレンスや回診の際に１日分の管理から開
始し、問題がなければカレンダー管理に変更。さらに問題がなければ箱での一週間管理に変更し自己管理でき
ている評価があれば薬局からの処方を全て本人管理してもらっていた。内服の確認方法は各勤務帯で飲み忘れ
が無い様確認している。
内服自己管理開始の時には薬剤師に依頼し、内服の内容を指導してもらっている。
退院支援では、回診で内服状況の報告と他職種で多剤内服になっていないか検討し、内服薬の減量と内服時間
の変更。退院カンファレンスでは本人の退院後の生活状況の確認と家族の支援状況、サービスの内容の確認を
行なっている。

[ 考察・結論 ]
内服自己管理のルールがない為、退院日近くに内服管理を開始するケースも少なくない。患者に合わせた支援
方法の取り決めを行い早期に評価し家族への報告やサービスの検討し、在宅で安心して生活できる様システム
を構築していく必要がある。
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10-7-7　回復期リハ⑦
外傷性くも膜下出血の患者への援助

泉佐野優人会病院　

かわかみ あつこ

○川上 敦子（准看護師），野村 さゆり，小田 沙織，木原 佳子，加藤 寛

[ 目的 ]
外傷性くも膜下出血で倒れ、突然の入院により生活が一転した本患者は、現状を受け入れられず、苛立ちや不
安が増強し危険行為があったため、前院では体幹抑制をされていた。私たちは患者に寄り添いさまざまな援助
を行った結果、心身共に落ち着き、頭蓋形成術を迎える事が出来たのでここに報告する。
[ 対象 ]
46 歳男性 Y 氏、日常生活自立度 B2 運動性失語、高次機能障害によるコミュニケーション障害、胃管チュー
ブ挿入、スピーチカニューレ留置、ネックカラー装着、頭部保護の為ヘッドギアー着用。再三胃管チューブや
カニューレの自己抜去があり、原因不明の下痢が持続、夜間不眠で再三不潔行為あり。体動激しく、転落の危
険があり床マットで対応していた。
[ 方法 ]
ストレスを軽減するため、まずチューブ類の早期抜去に向けて取り組んだ。VF 検査施行し可能と考え経口摂
取へ移行した。不眠に対しては部屋の調整や眠剤の検討、イライラや興奮を抑えるため漢方薬や抗精神薬の投
与。下痢に対しては止痢薬を投与したが、治まらず、ストレス緩和する援助を徹底した。
[ 結果 ]
スピーチカニューレ、胃管チューブが抜けたことにより行動制限から開放された。服薬コントロールにより苛
立ちの軽減、生活リズムの改善、下痢は消失した。精神的に安定しベッドで眠れるようになった。また周囲へ
の関心を持つようになり、それに伴い ADL も向上した。
[ 考察・結論 ]
Y 氏は体動が激しくチューブ類も多く四肢抑制はしていないものの自由に動けない状態にあった。下痢や夜間
不眠など、生活リズムの乱れも加わり患者のストレスは計り知れなかった。経口摂取に移行できたことは、口
から物を摂取できるという人間本来の欲求も満たされ、ストレス軽減につながった可能性がある。外傷性で年
齢が若いということで介護保険適用でないため、本人・家族の意向に沿って退院後の方向性を考えて行くこと
が今後の課題となる。
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10-8-1　ICT

「安診ネット」による介護施設入居の高齢者の疾病の早期発見・重症化予防の検証及び経験例

1 医療法人芙蓉会　筑紫南ヶ丘病院　医局，2 医療法人芙蓉会　筑紫南ヶ丘病院　

わたなべ しんいち

○渡邉 慎一（医師）1，仁保 宏二郎 1，土器 恒徳 1，嘉川 裕康 1，藤岡 史子 2，野中 賢吏 2，前田 俊輔 2，
伊達 豊 1

【はじめに】
2018 年の診療報酬改定により「オンライン医学管理料」が算定可能となった。在宅医療において対象となる
慢性期医療では既往歴、現在の患者のバイタルサイン（体温・血圧・脈拍・呼吸数・酸素飽和度・意識レベル）
などの情報も重要である。これらの情報に関して ICT を用いた手法の考察は充分とは言えない。そこで ICT
を利用した健康管理システム（安診ネット）を用い、介護施設において遠隔医療を経験した例を報告する。

【対象と方法】
当院に併設された介護施設の入居者を対象に「安診ネット」を用い、入居者の日々のヘルスデータを継続的に
収集し、蓄積されたデータから各人ごとのバイタルデータの個体内変動を分析することで、各個人ごと特性あ
る『異常値』を機械学習により検知し、スコアリング法により医療・介護従事者に注意喚起をする新たな検知
法の検証を行った。さらに安診ネットによりバイタルサイン異常値が検出されかつスコア値が 3 以上の患者を
中心に診察を行った。

【結果】
症状１：87 歳男性　平常時、心拍数７０～８０で自覚症状なし。安診ネットにより心拍数 40 の徐脈を担当医
師が遠隔から確認し、外来受診を指示した。ホルター心電図を施行した結果、3 秒近く洞停止を認め、洞不全
症候群と診断した。
症例 2：86 歳男性「安診ネット」上呼吸状態に変動無く、尿回数の上昇が指摘されていた患者。発熱、高血圧、
頻拍でスコア値が 4 となりナースから連絡を受け、外来受診させた。安心ネット内の症状データから前立腺疾
患を疑って診察した所、急性細菌性前立腺炎で同日入院した。

【考察とまとめ】
施設でのデータを分析し、心不全、肺炎等の増悪に対しスコア値のカットオフ値を設定し、どのタイミングで
介護施設から病院に受診すれば有効かを検証した。今後も対象者や対象施設を増やし、医療資源の乏しい介護
施設での ICT 健康管理システム活用による健康管理の質と効率の向上につながる検証を行う予定である。
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10-8-2　ICT
ICT を用いたバイタルスコアリング法による疾病の早期発見・重症化予防システムの検証

1( 社）日本遠隔医療介護協会，2 医療法人芙蓉会，3 長崎大学　大学院医歯薬学総合研究科　公衆衛生学分野

まえた しゅんすけ

○前田 俊輔（事務職）1，伊達 豊 2，林 啓介 2，渡邉 慎一 2，三好 富士子 2，野中 賢吏 2，青柳 潔 3，
矢野 捷介 1

【背景】
高齢者の医療・介護ニーズに対する介護提供体制は喫緊の課題である。介護施設入居者は既に 170 万人を超え、
施設内での健康管理による疾患の早期発見・重症化予防が重要である。施設での健康管理として入居者の血圧、
体温、脈拍数等のバイタル測定は日常的に行われているものの、このバイタルデータを利用した医療介入の判
定に関する研究は少ない。今回バイタル値から個人毎の基準域を設定し、異常値等をスコアリングによる医療
介入時点の検証を行ったので、ここに報告する。

 【方法】
介護付有料老人ホーム入居者に対しバイタル等の健康情報を入力し、整理・分析して状態悪化を早期発見する
ICT 健康管理システム『安診ネット』を用いた。使用方法は、介護施設で日々のバイタル測定値及び症状を観
察し、既往歴と共に入力する。自動入力されたバイタルは分析され、異常値が検知されれば医師・看護師にア
ラート表示する。またバイタル別に定められたスコア配点の合計点から健康管理のトリアージを出すシステム
である。昨年肺炎の入院に対し平均スコア３をカットオフとした後ろ向き研究をおこなった所、陽性適中率：
75％、感度：61％、特異度 93％であった結果を報告したが、今回症例数が増えたため追加報告を行う。また
2019 年 4 月より介護施設でカットオフ３を示した全患者に対し医師が診察を行う前向き研究の報告を行う。 

【結果・考察】
入院前 3 日以内のスコア 3 以上を検査陽性とした所、2 ヶ月経過時で 15 人の入院に対し、感度：80％、特異度：
97％となった。本手法は入院や死亡と相関を持つ「早期警戒スコア」と「統計学」の組み合わせであり、本検
証をさらに進めることで、医療介入の判断を、従来の一般成人のバイタル基準値ではなく、高齢患者の個体内
変動を考慮したバイタルスコアリングにより、更なる早期発見・重症化予防への可能性が開けることを期待す
る。
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10-8-3　ICT
介護施設での ICT 活用による多職種連携の事例 
～職種や階層の壁をなくした情報共有～

1 メディカルケア南ヶ丘，2 医療法人芙蓉会　筑紫南ヶ丘病院

はたえ こうた

○波多江 昂太（介護福祉士）1，下馬場 浩二 1，堀田 成美 1，野中 賢吏 2，林 啓介 2

【背景・目的】
介護現場の省力化として多様な ICT 機器導入が推進される昨今、当施設ではグループ企業で独自開発された
医療機器認定を受けた ICT 機器（安診ネット）を導入し業務の省力化を図ってきた。導入システムの進化に
併せ、施設の主目的である健康管理では介護看護の連携から医師との連携にまで進み、なおもその運用の改善
を重ねている。重複記録作業の削減や、簡易な情報抽出や自由度の高い情報の転用活用での利便性の向上、リ
スク事象などへの迅速な対応など、業務プロセスの効率化も進め管理実現できている取り組みと併せ紹介する。

 【方法】
１． ICT 機器運用により、共有すべき入居者支援情報の一元管理
２． 観察密度の優先順位のついたバイタル測定結果を活用した看護師の観察手順や、
　　 医師の必要とする看護師介護士の支援情報伝達の業務プロセスをルール化
３． 業務申し送りや支援内容のチェックにより情報伝達の切れ目を撤廃これらの運用の変化に　　　
　　 よる業務への効果、効率化を図る 

【結果】
健康管理など業務プロセスの改善や情報の有効活用と共有により、職員には大きな変化が感じ取れている。バ
イタル測定をはじめとした健康管理のスキルアップや優先順位の見える化、重要事項の選択は職員の注意に変
化を与え、教育による改善を要した部分は ICT 導入後の改善運用により向上した。また申し送りなどの情報
整理により職員負担は軽減している。

【考察】
ICT 機器導入による効果的な運用を職員自らで効用することにより、非生産部門的な事務処理を軽減すること
は、本来施設の果たすべき役割を高められる。また重要な事象が取捨選択されることによる伝達情報のスリム
化は大きく職員の負担軽減につながっている。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
10-9-1　回復期リハ⑧
大腿四頭筋筋力を自宅退院判定の指標とする臨床的有用性の検討

1 岸和田平成病院　リハビリテーション部，2 岸和田平成病院　診療部

あさもと なるき

○朝本 成奎（理学療法士）1，斉藤 達成 1，渕野 健太 1，岸本 裕佑 1，明松 春水 1，荒尾 徳三 2

【目的】
退院に向けた身体機能面の指標として、Functional Independence Measure (FIM) は広く使用されているが十
分とはいえない。本研究では退院時の指標として大腿四頭筋の MMT (manual muscle testing) が有用かどう
かを明らかにするために、MMT と転帰先との関連性を検討した。

【方法】
対象は 2018 年 4 月から 1 年間に当院回復期リハビリテーション病棟に入院した症例。退院時に左右大腿四頭
筋 MMT を測定し、左右で低いほうのレベルを使用した。転帰先として自宅退院群と施設退院群の 2 群間で
MMT と FIM（移動項目）の指標を検討した。また、基礎疾患別に解析を行った。

【結果】
対象症例は自宅退院群 88 例と施設退院群 34 例 ( 脳血管疾患 47 例、運動器疾患 52 例、廃用症候群 23 例 )。自
宅退院群と施設退院群の MMT1 ～ 3 の割合はそれぞれ 6％ v.s. 29％で、MMT4 ～ 5 床の割合は 94％ v.s. 71％
で、自宅退院群で有意に MMT4 ～ 5 の症例が多い結果であった。自宅退院群と施設退院群の FIM（移動項目）
1 ～ 4 の割合はそれぞれ 7％ v.s. 38％で、5 ～ 7 の割合は 93％ v.s. 62％で、自宅退院群の FIM（移動項目）が
有意に高い結果であった。MMT と FIM（移動項目）の相関を検討すると、R=0.58, P < 0.001 であり、強い
有意な相関がみられた。退院時大腿四頭筋 MMT が 4 以上を自宅退院の指標にすれば、自宅退院に対して感
度は 94％で、特異度は 29％であった。

【考察・結論】
先行研究からも大腿四頭筋の筋力と FIM に相関がみられると報告されている。本研究からも大腿四頭筋の
MMT と FIM（移動項目）の相関は極めて高く、MMT が高いと自宅退院率が高い結果であった。今回の結果
から MMT4 以上を自宅退院の指標とできる可能が示唆された。
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10-9-2　回復期リハ⑧
大腿骨転子部骨折患者における退院時 FIM に影響する因子の後方視的予備的研究

博愛記念病院　リハビリテーション科

かけはし ともき

○梯 智貴（理学療法士）

【はじめに・目的】回復期リハビリテーション病棟に入棟される大腿骨頸部骨折患者は、入院時の低栄養リス
クが歩行自立レベル獲得を遅延させる ( 岡本 .2015)。術後アライメント変化は股関節外転筋力低下に影響する
という報告がある ( 川端 .2014)。今回は入院時点で測定したインプラント挿入位置、低栄養リスクなどが退院
時の FIM に関与するか検証した。

【方法】研究デザインは観察的研究、後ろ向きコホート研究としておこなった。対象は大腿骨転子部骨折によ
り骨接合術 (PFNA、ガンマネイル ) を施行された患者 21 例 ( 年齢 :88.5 ± 6.3 歳 )、男女比 3:18。除外基準は
65 歳以下、転院や死亡退院例、データ欠損者とした。データ収集は電子カルテ、各種診療録、X-p 画像を使用。
低栄養リスク指標は GNRI を用い、インプラント位置は X-p 画像より簡易的に測定。退院時 FIM 運動項目に
影響する要因分析には、従属変数を退院時 FIM 運動項目とし、入院時インプラント位置、GNRI、MMSE、
入院期間、FIM 認知項目、年齢を独立変数としたステップワイズ法による重回帰分関を用い、入院時インプ
ラント位置と退院時 FIM 運動項目、GNRI との相関を求めた。シャピロウィルク検定の結果、いずれも正規
分布しており、ピアソンの積率相関係数を用いた。解析には統計処理ソフト R2.8.1 を使用。

【結果】重回帰分析の結果、退院時 FIM 運動項目に影響する要因は入院時 FIM 認知項目が選択された。相関
関係では入院時インプラント位置と退院時 FIM 運動項目に有意な相関はなく、入院時 GNRI と退院時 FIM 運
動項目については弱い相関となった。

【結論】退院時 FIM 運動項目には、入院時 FIM 認知項目がより影響し、測定したインプラント位置は影響し
なかった。

【倫理的配慮、説明と同意】当院学術委員会の承認を受け、対象者の負担や不利益を避けるため配慮した。
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10-9-3　回復期リハ⑧
当院回復期リハビリテーション病棟におけるユニット制の有効性について

緑成会病院　リハビリテーション科

にしがや はるな

○西ヶ谷 晴菜（理学療法士）

【目的】
当院回復期リハビリテーション病棟では，50 床を 2 チームに分け情報共有を行っていた為，患者情報の質，
スタッフ間における意思統一の低下や情報共有の延滞がみられていた．このような経緯から，平成 30 年 2 月
より新チーム編成となり少人数制（以下，ユニット制とする）へと体制が変更した．ユニット制となり患者情
報の質向上や情報共有の場での円滑さに繋がり , 各患者に対して的確な治療プログラムの立案・治療提供がで
き，日常生活自立度が向上する可能性があると考えた．そこで今回は，ユニット制へと変更したことで，
Functional Independence Measure（以下，FIM とする）運動項目の変化があるのか検討することを目的とし
た．

【対象と方法】対象はユニット制となった平成 30 年 2 月 1 日より 3 か月経過した平成 30 年 5 月 1 日～ 11 月
31 日に入・退院した患者 66 名（a 群），ユニット制以前の平成 29 年 4 月 1 日～平成 29 年 12 月 31 日に退院し，
FIM データが揃った 147 名（b 群）とした．急性増悪に伴う FIM の低下や入院時の FIM 運動項目が 20 点以
下の入院患者を除外した．退院時 FIM 運動項目を後方視的に調査し，a 群・b 群に分け，Mann-Whitney の U
検定を使用し比較した．有意水準は，危険度 5% 未満とした．

【結果】退院時 FIM 運動項目の基本統計量は，a 群で平均 80.2 ± 12.28，b 群で平均 71.4 ± 19.0 となり，a 群
と比較し b 群は優位に低い点数となった（p ＜ 0.05）．

【考察】ユニット制となり患者情報の質が向上，スタッフ間の情報共有が円滑化したことで，患者へ的確な治
療プログラムの立案・治療提供でき，FIM 運動項目の点数向上へと繋がったと示唆された．今後もユニット
制での患者情報の共有や把握を継続することで，質の良い治療提供が実施でき，患者の FIM 運動項目が改善
することで在宅生活における日常生活自立度の向上や，家族の介護負担の軽減に繋がる可能性が考えられた．
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10-9-4　回復期リハ⑧
身体部位別筋量の変化と運動 FIM 利得の関係性について

博愛記念病院　リハビリテーション部

かわひと のりお

○川人 紀夫（理学療法士），今富 裕之，柏原 俊彦

【研究背景】
回復期病棟においてアウトカム評価に基づき、リハビリテーション料の一部包括化が始まっており基準を満た
す為には FIM を増加させることは必須の課題となっている。また筋量の変化が ADL 能力に与える影響につ
いての報告は少ない。今回、回復期病棟入院患者の各身体部位別筋量の変化と運動 FIM 利得の関係性を検証
する。
 
 

【対象】
当院回復期病棟において平成 28 年 7 月１日から平成 29 年 8 月 31 日までに入退院のあった患者の内、死亡退院、
転院・転棟・再入院、1 ヶ月以内の入退院を除外した計 43 人（男性：17 人、女性：26 人、平均年齢：80.4 ±
14.2 歳）を対象とした。
 
 

【方法】 
筋量の測定に関してはインボディ・ジャパン社の身体組成計測装置：Inbody S10（以下、インボディ）を使用
した。分析方法は、入退院時における各身体部位の筋量の差を対応のあるｔ検定にて比較した。また各項目別
の運動 FIM 利得と各身体部位の筋量の差の相関をピアソンの積率相関係数にて分析した。統計学的解析には
R（Ver.2.8.1）を用い、統計学的有意差は 5% 未満とした。
 
 

【結果】
対応のあるｔ検定において、両腕および体幹筋量の差に有意差を認めた。運動 FIM 利得と両腕および体幹筋
量の差で相関が得られた FIM 項目は、移動・清拭・下衣更衣・整容・トイレ動作であった。
 

【考察】
高齢者において筋量減少、筋力減少・筋持久力低下が発生するなどの機能低下が認められることで日常生活動
作の低下をもたらすといわれている。当院では日勤帯以外の時差勤務を導入しており、車椅子駆動・更衣・整
容・トイレ動作等の日常生活動作訓練を重点的に実施している。そして訓練場面での「できる ADL」の獲得
を目指し、その成果を病棟スタッフと共有し汎化することで生活場面での移動・更衣・整容・トイレ動作等の

「している ADL」を通し、上肢・体幹の活動性が向上したことで両腕・体幹筋量が増大し、運動 FIM 利得の
向上に関与したと考える。
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10-9-5　回復期リハ⑧
トレッドミル歩行運動における速度の違いがパーキンソン病患者の歩行能力に及ぼす影響

1 村上華林堂病院　リハビリテーション科，2 国際医療福祉大学　福岡保健医療学部　理学療法学科

ふるかわ こうた

○古川 晃大（理学療法士）1，金子 秀雄 2，北野 晃祐 1

【目的】
  トレッドミル歩行時の速度設定の違いが，パーキンソン病（以下，PD）患者の歩行能力に及ぼす即時効果の
差について検証する。

【方法】
  H-Y の分類がⅠ～Ⅲの PD 患者 23 名に最大歩行速度でのトレッドミル歩行（以下，最大トレッドミル歩行）
と快適歩行速度でのトレッドミル歩行（以下，快適トレッドミル歩行）を傾斜 0％で 5 分間実施し，3 軸加速
度計を用いてトレッドミル歩行時の側方・垂直・前後 Root Mean Square（以下，RMS）を測定した。トレッ
ドミル歩行前後には 10m 最大歩行の歩行速度，歩幅，歩行率と歩行中の側方・垂直・前後 RMS を測定した。
統計処理は，トレッドミル歩行前後と歩行速度の違いによる比較を行うため， Wilcoxon の符号付順位検定を
行った。統計ソフトは，SPSS を用い，有意水準 5％をもって統計学的有意とした。

【結果】
  トレッドミル歩行時の比較では，快適トレッドミル歩行時の方で側方・前後 RMS が有意に大きかった。最
大トレッドミル歩行前後では，実施後の方で歩行速度，歩幅，歩行率が有意に大きく，垂直・前後 RMS が有
意に小さかった。快適トレッドミル歩行前後では，実施後の方で歩行速度，歩幅，歩行率が有意に大きく，垂
直・前後 RMS が有意に小さかった。最大トレッドミル歩行と快適トレッドミル歩行の変化率の比較では，歩
行速度，歩幅，歩行率，側方・垂直・前後 RMS すべての項目において有意差はなかった。

【考察】
  最大・快適トレッドミル歩行の即時効果に差はなかった。トレッドミル歩行は下肢を後方に移動させる力を
左右同様に与え，歩行の不安定性や歩幅を改善させる効果があることから，速度設定に関係なく実施すること
で改善に繋がった可能性が考えられる。また快適トレッドミル歩行時の体幹動揺性が最大トレッドミル歩行よ
り大きかったことが，最大トレッドミル歩行と同等の改善効果を与えた可能性が考えられる。
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10-9-6　回復期リハ⑧
回復期リハビリテ―ション病棟における転倒・転落対策に「見える化」を導入して

大宮共立病院　リハビリテ－ション科

いちかわ ともえ

○市川 智絵（作業療法士），松原 絢野

【はじめに】
当院回復期リハビリテーション病棟 ( 以下 : 回リハ病棟 ) での転倒・転落対策は開設以来の課題である。そこ
で移動時の見守りの目印を導入した前後での転倒・転落件数等を調査したのでその報告と今後の課題について
考察する。

【対象と方法】
対象:当院回リハ病棟に入院していた患者をⅠ期 (2016 年 8 月～ 2017 年 7 月 )、Ⅱ期 (2017 年 8 月～ 2018 年 7 月 )、
Ⅲ期 (2018 年 8 月～ 2019 年 7 月 ) に分類した。移動時の見守りの目印は 2017 年 8 月から導入している。
方法 :各期間内の転倒件数と転倒場所を集計・分類し、移動時の見守りの目印の導入前後で比較。
回リハ病棟に関わる職員計 80 名に転倒・転落に関するアンケートを実施。(2018 年 10 月に回収 )

【結果】
１）転倒・転落件数 : Ⅰ期 21 件 [ 病室 12 件 (57%), トイレ 5 件 (24%), ロビー 3 件 (14%), 移動中 1 件 (5%)]. Ⅱ期
47 件 [ 病室 34 件 (72%), ロビー 7 件 (15%), トイレ 4 件 (9%), 浴室 2 件 (4%)]. Ⅲ期 26 件 [ 病室 18 件 (69%), ロビー
5 件 (19%), トイレ 3 件 (12%).] 転倒場所は全期共に病室での件数が多い。次いでロビー ( 洗面台含む ) とトイレ
となっている。
２）アンケートより職員の転倒・転落防止に対する意識が向上。

【考察】
「見える化」を導入後の移動中の転倒 ･ 転落件数に着目するとⅡ期 ･ Ⅲ期とも 0 件と少ないことが分かった。
一方、病室での転倒 ･ 転落件数は入院患者数増加の影響もあるが、Ⅰ期 21 件からⅡ期 34 件と増加した。そこ
でⅢ期では見守りの目印の周知と転倒 ･ 転落のリスク管理について職員へ意識調査を実施。さらに病棟ミー
ティングにおいて病室でのベッド周囲への対策を強化した。結果、Ⅲ期では病室での転倒 ･ 転落件数が減少し、
調査結果においても職員の意識向上が見られ、全体的に転倒 ･ 転落件数が減少した。
今後、自宅環境を想定した介助方法やプランを具体的にカードに記載し ADL の「見える化」を図ることで、
出来る動作を職員が把握でき、転倒・転落件数の減少、さらに自立支援にも繫げられるのではないかと考える。
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10-10-1　回復期リハ⑨
回復期病棟入院患者の安静度に関する因子の検討

世田谷記念病院　リハビリテーション科

みなみさわ くみ

○南澤 薫美（作業療法士）

【背景】
80 歳以上の高齢者では約半数が年に 1 回は転倒すると報告されている。当院回復期病棟 (90 床 ) でも、インシ
デント・アクシデントの原因として転倒転落が 4 割以上 ( 平成 28 年度 4 ～ 10 月 ) を占め、安静度の検討は重
要な課題となっている。前田らは回復期脳卒中片麻痺患者の BergBlanceScale( 以下 BBS) による移動自立度の
基準値は 47 点以上と述べているが、当院ではその基準に達していなくても自立している人いる反面、47 点以
上あっても認知機能を理由にセンサーが外せず自立へ至らないケースも目にする。本研究では、当院の回復期
入院患者を対象に、病室内移動自立と非自立の因子を検討した。
 

【対象】
2014 年 7 月から 2018 年 4 月に、当院回復期病棟に入院し退院に至った、65 歳以上の患者 227 人。
 

【方法】
病室内移動自立群と非自立群に分類し、退院時の BBS・MiniMentalStateExamination・コース立方体組み合
わせテスト・FunctionalIndependanceMeasure（以下 MMSE・Kohs・FIM）の更衣とトイレの点数全 5 項目
について統計分析を行いそれらの相関関係を調べた。統計解析には、スピアマンの順位相関係数を使用した。
 

【結果】
　227 名のうち、病室内自立群は 164 名であり非自立群は 63 名。更衣 (r = 0.775) には強い相関関係が、トイ
レ (r = 0.714)・BBS(r = 0.663) には相関関係が、MMSE(r = 0.478) には弱い相関関係があり、Kohs (r = 0.147)
には相関関係がなかった。
 

【考察】
更衣・トイレ・BBS・MMSE の順で相関があり、Kohs の相関はなかった。病棟での歩行自立判定には認知・
高次脳面とも関連があるとの報告もあるが、今回の結果より病室内は移動とトイレ動作が可能であれば自立と
なる可能性がある。当院は全室個室で居室にトイレもあり、より自宅での生活に類似した環境である為、数多
く報告されている転倒の多い夜間や早朝の時間帯も考慮した、自立に向けた安静度設定を他職種との連携に
よって行っていく必要がある。
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10-10-2　回復期リハ⑨
心原性脳塞栓症後、CRPS による疼痛が残存した症例： 指導を行い、自宅復帰となった経験を通
じて

1 多摩川病院　リハビリテーション部，2 神戸平成病院

ちんだ えんり

○珍田 円理（理学療法士）1，徳嶋 愼太郎 2

はじめに
木村によると複合性局所疼痛後疼痛 (complex Re-gional Pain Syndrome 以下 CRPS) の原因は不明で、早期診
断と治療が重要であると述べている。そこで今回、CRPS が出現した 1 症例に介入し、早期の治療プログラム
改善と疼痛が緩和する方法の家族指導を行い自宅復帰ができたためここに報告する。

 対象、方法
対象は当院回復期リハビリテーション病棟に右 MCA 領域の心原生脳塞栓症で入院 ( 入院時 35 病日目 ) となっ
た 80 代女性である。入院時評価として stroke impairment assessment scale ( 以下 SIAS) 15 / 76 点、Mini 
Mental state examination ( 以下 MMSE) 17/30 点、感覚検査より左上下肢の表在感覚、深部感覚に重度鈍麻を
認めた。方向性は自宅、移乗動作軽介助を目標とした。
中間評価 ( 入院時 134 病日目 ) より突如麻痺側上下肢に「びりびりする」「ジンジンする」といった痺れと疼
痛を訴えた。また、自身の体への嫌悪感に対する訴えが聞かれ、体部位再現の低下が認められた。

 倫理的配慮
ヘルシンキ宣言に従い対象者と家族に対し、本報告の目的を十分に説明し、同意を得た。

 結果
SIAS は 20 / 76 点、MMSE16 / 30 点、感覚検査より左上下肢の表在感覚や深部感覚は中等度鈍麻、嫌悪感は
聞かれなくなったが身体イメージの低下や疼痛は残存していた。

 考察
Sumitani らは、CRPS 患者の運動障害に関連する前頭頂間野、中頭頂間野、下前頭皮質であるとしている。本
患者の病巣は頭頂葉や前頭葉と広範にわたっており、評価結果より、疼痛の原因が視覚と体性感覚の感覚統合
の不一致による異常感覚によるものであると考えた。
CRPS は難治性の疼痛であり、今回も退院時に残存してしまったが、目標であった自宅復帰と移乗動作の軽介
助を獲得することができた。また退院時指導としてご家族に対して本人の上肢での触覚刺激入力や、疼痛部位
を見てもらいながらの触覚刺激入力を行なっていただくよう指導した。
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10-10-3　回復期リハ⑨
当院外来心臓リハビリテーション通院患者における継続因子の検討

医療法人博愛会　牧港中央病院　リハビリテーション科

たわた ちあき

○多和田 千秋（理学療法士），伊佐 杉雄

【はじめに】
心臓リハビリテーションとは、『心疾患患者の身体的、心理的、社会的機能を最適化し、基礎にある動脈硬化
の進行を安定化・遅延・退縮させ、それにより罹病率と死亡率を低下させることを目指す協調的多面的介入で
ある』とＡＨＡより定義されている。
外来心臓リハビリテーション（以下：外来心リハ）は、心筋梗塞患者の回復期の運動耐容能の向上、リスクファ
クターの是正、慢性心不全患者の再入院率低下、年間医療費軽減に繋がることが報告されている。しかし、社
会背景や身体的問題などの影響から通院継続困難となる患者も散見される。
当院では 2018 年 4 月から集団での外来心リハを開始しているが、中断ケースも経験している。
今回外来心リハ患者を対象に、継続と非継続に関わる因子を調査し、継続するためにはどのような取り組みが
必要か検討したので報告する。
 

【方法】
2018 年 4 月～ 2019 年 3 月の 1 年間において、当院外来心リハに参加した 41 名のうち 5 ヶ月以上継続可能であっ
た群（以下：継続群）、5 ヶ月未満であった群（以下：非継続群）に分けて比較検討を行った。
比較内容は年齢、性別、リハビリテーション病名、家庭環境（同居か独居）、費用負担、通院手段、仕事の有
無をカルテより後方視的に調査し比較検討した。
統計処理は X2 検定、対応のない t 検定を用い危険率 5％未満を有意差ありと設定した。
 

【結果】
外来心リハ参加者は 41 名のうち継続群 15 名（36.6%）、非継続群 26 名（63.4%）。平均年齢は 70.3 ± 10.6 歳。
継続群と非継続群において、仕事の有無の項目のみ有意差が認められた。
他の項目は有意差は認められなかった。
 

【考察】
仕事の有無に有意差があり、外来心リハ継続因子に影響があると思われる。その背景としては、外来心リハ開
始時に細かな患者教育スケジュールの調整が不十分であったと考える。患者教育体制を見直すことで、外来心
リハ継続に繋がるのではないかと考える。
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10-10-4　回復期リハ⑨
心臓リハビリテーションを介護老人保健施設で実施できた一症例

1 ケアホーム豊中　リハビリテーション課，2 ケアホーム豊中，3 豊中平成病院

どて ゆうへい

○土手 悠平（理学療法士）1，平井 慎二 2，松本 悟 3

【背景】
 心不全患者は増加しており、介護老人保健施設でも心臓リハビリテーションは重要な課題である .

【目的】
 回復期リハビリテーション病院で心疾患のため , 満足なリハビリテーション ( 以下リハ ) が行えなかった方に ,
慎重にリハをし身体機能が改善した症例を経験したので報告する .

【対象】
 70 歳代 , 男性 ,8 年前脳幹梗塞を発症 . 介護サービスを利用し , 自立した自宅生活を送っていた . 呼吸苦あり A
病院へ救急搬送 . 急性心不全 , 誤嚥性肺炎で入院 . 状態安定し , 発症 60 日後 , B リハ病院へ転院 . 心不全による
運動制限あり , 自宅生活が困難な為 , 発症 120 日後 , 当施設へ入所 . 入所時 , 動作時のいきみがあり ,10 m 歩行
で脈拍 104 回 /min.,Borg 指数 13 であった . 心エコーで EF=59 %,CTR=56.3%,NT-proBNP=1738 pg/ml で病状
は安定していた .

【方法】
 ガイドラインを参考に外来医師と相談.運動強度を血圧150/110 mmHg以下,脈拍100回/min.以下,SpO2=90%
以上 ,Borg 指数 13 以下と定めた .

【結果】
 入所時は歩行の他 , いきみに対する動作指導を行った .3 週目の 10 m 歩行後 , 脈拍 80 回 /min.,Borg 指数 12 と
改善した.距離を15 mへ変更したが中止基準は超えなかった.1ヶ月で30 m,2ヶ月で50 mと距離が増加した.退
所時 , 連続 60 m 歩行の獲得 ,Berg Balance Scale は入所時 19 点から 46 点 ,Functional Independence Measure
は入所時 88 点から 106 点と病前に近い状態で自宅へ退所した .

【考察・結論】
 本症例は , 心不全の為 , 十分な運動ができず , 当施設に入所した . ガイドラインを参考に外来医師と相談し運動
強度を設定した . 医師と連携し , 慎重にリハをしたことで医学的に充実した環境ではない介護老人保健施設で
も心不全に対して身体機能の改善を経験することができた .
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10-10-5　回復期リハ⑨
心不全患者の ADL 拡大に向けた多職種連携と理学療法士の役割

聖ヶ丘病院　リハビリテーションセンター

よねき ありさ

○米木 ありさ（理学療法士），中原 義人，十鳥 献司

【はじめに】
　今回心不全患者への介入を通じて、多職種連携と理学療法士が担う役割について考察する機会を得たので報
告する。

【症例紹介】
症例 1　70 歳男性　慢性心不全　既往歴：冠動脈バイパス術・大動脈弁人工弁置換術
X 年 6/20 ～急性期病院入院　入院時左室駆出率 18％ ( 重症 )
7/25 ～当院転院
転院直後は夜間に心室頻拍 ( 以下 VT) が頻発し、ベッド上安静。1 週後に歩行練習許可となるも、夜間の VT
は継続。医師の回診に同席し、運動中止基準について協議。2 週後には 6 分間歩行試験を医師とともに実施し、
病棟内独歩自立。4 週後には階段昇降自立。
症例 2　86 歳女性　慢性心不全　合併症：認知症
Y 年 8/10 当院入院、10/3 に発熱と SpO2 低下により酸素投与開始。認知症の影響で安静保てず、心不全増悪。
離床開始直後は期外収縮と血圧上昇を認めた。病棟看護師と協力し、頻度と量を協議しながら離床をすすめた。
経過と共にバイタル変動は軽微となり、1 ヶ月後にトイレでの排泄再開、2 ヵ月後にサークル歩行見守り、増
悪前の ADL 再獲得に至った。

【考察】
　今回の 2 症例では、定期的に実施しているカンファレンスに加えて、医師・看護師とともに労作時の病態に
ついて情報共有を行なったことが ADL 拡大に繋がった。
多職種が連携して行う包括的心臓リハビリテーションは生命予後の改善や QOL 向上に有効とされている。理
学療法士の役割は、主に労作性の症状を観察しながら運動耐容能を評価し、迅速に情報共有を図り ADL レベ
ルを設定して行くことであると考える。

【まとめ】
心不全患者の ADL 拡大には労作時の症状及び運動耐容能の評価と迅速な情報共有が有効と考える。
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10-10-6　回復期リハ⑨
脳血管疾患患者の退院後活動が 1 年後の身体機能に及ぼす影響

橋本病院　リハビリテーション部

こもだ ひでお

○菰田 英雄（理学療法士），中島 由美，福田 真也

【目的】
　脳血管疾患発症後の再発率や機能予後に関しての報告は散見される。中でも運動習慣の構築が重要となる報
告がなされているが、具体的な提供内容に関する報告は少ない。そのため、当院で実施している退院後調査の
データを用いて、退院後の活動と身体機能との関係性を調査し、脳血管疾患患者に対する退院時支援内容を検
討するための検証を行った。

【対象と方法】
　2013 年 1 月～ 2017 年 3 月に於いて脳血管疾患により当院に入院していた患者の内、退院後調査を退院時と
1 年後に行うことが出来た者、及びデータの欠損が無い者、計 46 名を後方視的に調査した。
仕事 ･ 趣味 ･ 自主練習の 3 項目を活動因子とし、実施群と非実施群を目的変数とした。年齢、性別と起立可能
な高さ・握力の左右の和、MMSE、FIM の各々の改善度を説明変数とし、マンホイットニー＆ U 検定、t 検
定 Fisher 直接確率検定を用いて解析を行った。また、同項目に対しロジスティック回帰分析を用い統計学的
有意水準を 5% とした。

【説明と同意】
本研究に使用するデータ管理は当院倫理規定に準じて行い、全て匿名化された既存データのみで検討を実施し
た。

【結果】
　単変量解析で活動因子中に有意差を認めたものは、起立可能な高さの変化で、自主練習実施群 -1.66 ± 7.28、
自主練習非実施群 3.14 ± 5.27 であった。また、多変量解析においては、起立向上、非向上に対して、自主練
習実施の有無、odds ratio 9.55 [95%CI 1.02-89.06(p=0.04)] 性別 odds ratio 8.65[95%CI 1.23-60.52(P=0.02)] で有意
差を認めた。

【考察】
　本研究において、退院後の活動因子として自主練習の継続が身体機能、特に起立動作能力の改善に関与する
事が示唆された。退院時の支援の一つとして自主練習課題の提供、及びそれを継続実施していくための工夫が
必要であること、また性別間でも受け入れの差を無くすための方法と検討を行う必要がある。


